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会社の体制及び方針

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制

⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　取締役は実効性のある内部統制システムと法令遵守体制を整備し、適正に企業を統治する。
②　情報開示のための社内体制を整備し、財務報告をはじめ各種情報の迅速かつ正確な情報開示を実

施し、透明性のある経営を行う。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　代表取締役は文書管理規程を定め、次の文書（電磁的記録を含む）について関連資料とともに10

年間保存し、管理するものとする。
・株主総会議事録
・取締役会議事録
・監査等委員会議事録
・経営会議議事録
・計算書類
・その他取締役会が決定する書類

②　代表取締役は、前項に掲げる文書以外の文書についても、その重要度に応じて、保管期間、管理
方法等を文書管理規程で定めるとともに、取締役、従業員に対して、文書管理規程に従って文書
の保存、管理を適正に行うように指導する。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社及び子会社の代表取締役は、次のリスクについて、継続的にモニタリングを行い、リスクが

顕在化した場合には速やかに対応できるよう、規程並びに対応体制を整備する。
・プロジェクトリスク
・投資・与信リスク
・情報リスク
・各事業特有のリスク

②　特に、投融資先数の増加に伴う投資・与信リスクの高まりに対しては、ポートフォリオ管理体制
を強化し、リスク管理の徹底を図る。

③　当社及び子会社の代表取締役は、取締役、従業員に対して、業務執行において適切にリスクを管
理するように指導する。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　代表取締役CEOが取締役会の議長を務め、経営上の重要事項について迅速な意思決定を行うとと

もに、業務執行の監督を行う。代表取締役CEOは経営会議の議長を務め、適切・効率的な業務執
行を推進する。

②　経営意思決定の迅速化と責任の明確化を図るという観点から、執行役員制度を継続・拡充する。
③　取締役会における経営・監督を補佐する機能として、取締役会担当を設置し、取締役職務の効率

的な運営を補佐する。

⑸　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　全社の組織が小規模であることを鑑み、代表取締役はコンプライアンスや当社を取り巻くリスク

とその管理について、全員参加ミーティングにて、全社員への徹底を図る。
②　監査等委員会による監査に加え、内部監査担当による内部監査を実施し、定期的に事業活動の適

法性、適正性の検証を行う。
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⑹　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　該当する子会社が設立される場合には、代表取締役は所要の統制体制を整備するものとする。
②　当社は、子会社の取締役に対し、子会社の業務執行に係る重要事項等について、「関係会社管理

規程」の定めに従い、定期的に当社へ報告又は事前承認を得ることを求めるものとする。
③　子会社において、「関係会社管理規程」に定める当社への事前協議や承認が必要な事項が発生し

た場合、当社は、協議及び決裁を通じて、子会社の取締役の職務執行が効率的に行われることを
確保する。

④　当社は、子会社に対して、内部監査を実施し、適宜子会社の業務執行を監視するものとする。
⑤　各子会社の監査役または取締役（監査等委員）と当社の内部監査部門及び監査等委員会が緊密に

連携し、グループにおける監査等委員会監査及び内部監査の有効性及び効率性を高めるものとす
る。

⑺　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項

　　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、代表取締役は監査等
委員会が求める必要な要員数の補助の使用人を、速やかに設置するものとする。

⑻　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

　　監査等委員会の職務を補助する使用人を設置する場合には、当該使用人に対する、取締役並びに
業務執行者からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性を担保するものとする。

⑼　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が当社監査等委員会に報告をす
るための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

①　代表取締役は、取締役会並びに経営会議の参加者に監査等委員会委員長（又はその他の監査等委
員）を加え、重要な経営情報を連携するものとする。

②　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が、法令・定款に反する事実
や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに当該事実を監査等委員
会に報告するものとする。

③　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が、監査等委員会へ報告を行
ったことを理由として、不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制を整備するものと
する。

⑽　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　代表取締役は、取締役及び使用人の会議予定を監査等委員会が予め関知し、必要に応じていつで

も参加・監視できるよう、会議スケジュール及びその出席予定者、会議目的を電子媒体にて各監
査等委員に常時公開するものとする。

②　その他、監査等委員会より資料請求等の要請があった場合には、代表取締役は速やかに対応する
ものとする。

③　監査等委員会が職務の執行のために生ずる費用は、必要でないと認められる場合を除き、当社が
負担するものとする。

⑾　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
①　反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を持たない。
②　反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的な対応を行う。
③　反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とする場合であっ

ても、事実を隠蔽するための裏取引を絶対に行わない。
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⑿　反社会的勢力排除に向けた整備状況
①　対応統括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

　　コンプライアンス委員会がその任に当たっている。
②　外部の専門機関との連携状況

　　顧問法律事務所と常時相談できる体制を整備している。
③　反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

　日常的な営業・業務活動で得られる情報に加え、顧問法律事務所や取引金融機関とのやりとり
で得られる情報を含めて、反社会的勢力に関する情報を集中管理し、当社が一切関わることのな
いように確認できる体制を整備している。

④　社内への周知徹底
　反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を持たない旨、定期的に開催する全社員参
加ミーティングで周知徹底するとともに、相談窓口を設けて、全社員がいつでも相談できる体制
を設置している。

２．当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況
⑴　取締役の職務執行

　当社は、経営環境の変化に対応したスピーディーな意思決定を行うため、取締役会を定例（原則月
１回）で開催し、緊急を要する案件があれば、書面決議による取締役会を開催しております。当社取
締役会は監査等委員である社外取締役３名を含む６名で構成され、取締役の職務執行状況を監督して
おります。また、取締役の職務の執行を効率的に行うため、会社の日々の執行に関する権限を当社の
執行役員を構成員とする経営会議に委譲しております。

⑵　監査等委員会の職務執行
　当社の監査等委員会は、社外取締役である監査等委員３名によって構成され、取締役として取締役
会において議決権を行使するほか経営会議等の重要な会議に適宜出席して意見を述べております。
また、内部監査担当や監査法人の連携・情報交換を通じ、取締役の業務執行の妥当性、効率性を幅広
く検証するなどの監査を実施しております。

⑶　内部監査の実施
　内部監査担当は、業務プロセスの適正性、妥当性及び効率性など業務執行部門の内部監査を通じ
て、内部統制システムの運用状況を監査するとともに、監査結果のフォローアップを実施し、問題点
の発見及び改善を図っております。

⑷　リスク管理に関する取り組み
　当社はビジネスプロデュース事業におけるプロジェクトリスク、インキュベーション事業における
投資先リスクについてリスクが顕在化した場合に速やかに対応できるよう継続的なモニタリングを
実施しております。また、投資リスクに対してはポートフォリオ管理体制を強化しております。

⑸　コンプライアンスに関する取り組み
　当社は全社の組織が小規模であることを鑑み、代表取締役が全員参加のミーティングの場等におい
て、コンプライアンスや当社を取り巻くリスクとその管理について全社員への周知徹底を図っており
ます。

３．会社の支配に関する基本方針
　　該当事項はありません。
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４．剰余金の配当等の決定に関する方針
　　当社は、株主の皆様への長期利益還元を重要な経営課題の一つと認識しております。利益配分につ

きましては、各期の経営成績、財政状態及び将来の投資原資を総合的に勘案しながら、最適な時期に
最適な方法で株主の皆様に報いていく方針であります。

　　しかしながら、2021年3月期の業績状況や今後の財務状況等を総合的に鑑みて、誠に遺憾ではござ
いますが、無配とさせていただくことといたしました。
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連結株主資本等変動計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （百万円）

株　　　主　　　資　　　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2020年４月１日残高 4,978 4,412 3,078 △1,073 11,396
連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 19 19 39
新規連結に伴う剰余金増加額 3 3
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △2,105 △2,105
自己株式の取得 △189 △189
自己株式の処分 78 78
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 14 14
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額

連結会計年度中の変動額合計 19 34 △2,101 △111 △2,159
2021年３月31日残高 4,998 4,446 976 △1,184 9,237

（百万円）

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分
純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

2020年４月１日残高 △644 △125 △769 40 2,970 13,638
連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 39
新規連結に伴う剰余金増加額 3
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △2,105
自己株式の取得 △189
自己株式の処分 78
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 14
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額 747 20 768 △26 975 1,717

連結会計年度中の変動額合計 747 20 768 △26 975 △442
2021年３月31日残高 103 △104 △0 13 3,945 13,196
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連　結　注　記　表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　　　　　　　　　18社
連結子会社の名称　　　　　　　　アイペットホールディングス株式会社

アイペット損害保険株式会社
Dream Incubator (Vietnam) Joint Stock Company
株式会社DI Digital
株式会社DI Asia
DI MARKETING (THAILAND) CO.,LTD.
PT Dream Incubator Marketing Indonesia
DI Pan Pacific Inc.
DI投資合同会社
DIインドデジタル投資組合
DIAI INDIA PRIVATE LIMITED
株式会社ワークスタイルラボ
DIMENSION株式会社
DIMENSION投資事業有限責任組合
ペッツオーライ株式会社
ピークス株式会社
株式会社DIソーシャルインパクトキャピタル
合同会社Next Riseソーシャルインパクト推進機構

アイペットホールディングス株式会社、ペッツオーライ株式会社、ピークス株式会社、株式会社DI
ソーシャルインパクトキャピタル及び合同会社Next Riseソーシャルインパクト推進機構は、当連
結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

⑵　主要な非連結子会社の名称
主要な非連結子会社はありません。
連結範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模会社であり、合計総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の数　　２社

持分法適用関連会社の名称　　　　DI Investment Partners Limited
DI Asian Industrial Fund, L.P.

⑵　持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称
持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社はありません。
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適
用範囲から除外しております。
　なお、他の会社の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有してい
るにもかかわらず関連会社としていない当該他の会社がありますが、主たる営業目的である営業投
資事業のために取得したものであり、営業、人事、資金その他の取引を通じて投資先会社の支配を
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目的とするものではないため、持分法の適用範囲から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、PT Dream Incubator Marketing Indonesiaの決算日は12月31日、
DIMENSION投資事業有限責任組合の決算日は9月30日であります。連結計算書類の作成に当たって
は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく決算書を利用しております。また、その他の連結子会社
の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
イ）関連会社株式

移動平均法に基づく原価法であります。
ロ）その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

・時価のあるもの
　期末日の市場価格等に基づく時価法であります。また、評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
・時価のないもの
　移動平均法に基づく原価法であります。

ハ）投資事業組合等への出資
　関連会社である組合等については、連結決算日における組合等の仮決算による決算書に基づい
て、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。なお、関連する損益については、組合
等を管理運営する関連会社の持分法投資損益とともに、営業損益の区分に表示しております。
　関連会社でない組合等については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書に基づいて持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ニ）金銭の信託
　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有
価証券の評価は、時価法によっております。

②　たな卸資産
イ）仕掛品

　個別法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)であります。
ロ）原材料及び貯蔵品

　移動平均法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)であります。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

イ）リース資産以外の有形固定資産
　定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物が３～15年、器具備品が３～20年であります。

ロ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。
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②　無形固定資産
イ）リース資産以外の無形固定資産

　定額法によっております。ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可
能期間（５年）による定額法によっております。

ロ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

⑶　重要な繰延資産の処理方法
　　株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①　投資損失引当金

　期末現在に有する営業投資有価証券の損失に備えるため、投資会社の実情を勘案の上、その損失
見積額を計上しております。

②　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

③　株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降において発生すると見込ま
れる額を計上しております。

④　賞与引当金
　一部の連結子会社は、従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の
負担額を計上しております。

⑤　役員賞与引当金
　一部の連結子会社は、役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負
担額を計上しております。

⑥　株式給付引当金
　役員株式交付規程及び株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給付に備えるため、
当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑸　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めてお
ります。

⑹　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは、将来の超過収益力が期待される期間(７年及び10年)にわたり、定額法による均等償却を
行っております。
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⑺　重要な収益及び費用の計上基準
①　営業投資売上高及び営業投資売上原価

　営業投資売上高には、投資育成目的等の営業投資有価証券の売却額、受取配当金及び投資事業組
合等の純利益に当社の持分割合を乗じた金額等を計上しております。
　営業投資売上原価には、これに対応する営業投資有価証券の売却簿価、支払手数料、評価損及び
投資事業組合等の純損失に当社の持分割合を乗じた金額等を計上しております。

②　コンサルティングサービス売上高
　コンサルティングサービス売上高については、検収を要しないものにつき契約期間の経過に伴い、
契約上収受すべき金額を収益として計上しております。

⑻　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。ただし、保険業を営む連結子会社の損害調査費、営業費及び一般管理
費等の費用については税込方式によっており、資産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の
「その他」に計上し、５年間で均等償却する方法によっております。

⑼　連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

⑽　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度
への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、
「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応
報告第39号　2020年3月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第28号　2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰
延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

（重要な会計上の見積り）
１．営業投資有価証券及び関係会社株式の評価

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
①　営業投資有価証券 6,738百万円
②　売上原価 1,117百万円
③　投資損失引当金 357百万円
④　関係会社株式 300百万円

⑵　その他の情報
①　算出方法

　投資先の評価については、上場株式は期末日の時価で評価しており、外貨建の上場株式は期末日
の時価及び為替レートで換算しております。また、未上場株式は、実現評価損のみを計上しており
ます。なお、外貨建の未上場株式についても期末日の為替レートで換算しております。
　未上場株式の減損判定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの場合、重要な見積り・前
提を使用しております。
　当社グループは、投資先のモニタリングにあたって、投資先の実情（事業計画の実現可能性、市
場の成長性、事業の成長性、上場可能性、資金繰り、ファイナンスの進捗状況）を勘案の上、投資
先の評価を行い、超過収益力が毀損したと判断した投資先については回収可能価額まで減損を計上
しております。
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②　主要な仮定
　業績悪化の程度や資金調達の状況を踏まえて、投資先の評価を行い、超過収益力が毀損したか否
かを判断し投資先の評価を行っております。その主要な仮定は、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の感染拡大の状況や投資先企業が参入している市場の成長率、事業計画に含まれる
経営改善施策を反映した営業収益や利益水準及び当社グループの投資の回収計画の実現可能性であ
ります。
③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　見積りに用いた仮定の不確実性は高く、投資先の事業進捗の見通し等と実績に乖離が生じた場合
には翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

２．支払備金
　当社の連結子会社であるアイペット損害保険株式会社は、損害保険業を営んでおり、通常、保険事故
発生時から即時に契約者よりアイペット損害保険株式会社への報告が行われることはなく、また、保険
事故の報告を受けた後、保険金支払額が確定し、保険金が支払われるまでに一定の日数を要しているこ
とから、期末日時点においては、既発生の損害に対する保険金支払債務を相当程度有しております。そ
のため、当該債務を支払備金として負債計上しております。なお、支払備金は、期末日時点のアイペッ
ト損害保険株式会社への報告の有無により、普通備金とIBNR備金に区分して算出しております。

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
支払備金　1,801百万円

⑵　その他の情報
①　算出方法

　普通備金は、期末日時点で既に損害報告を受けた保険事故に対して個別に支払金額を見積り計上
しております。具体的には、期末日において支払金額の確定しているものについては当該確定金額
で、また、未確定のものについては、保険契約者からの請求内容に応じて過去の支払実績を元に平
均単価を算定したうえで、期末日時点の未払件数に乗じることにより算定しております。
　他方、IBNR備金は、期末日時点で既に保険事故が発生しているが、報告を受けていないものに対
して、過年度の実績に基づき、大蔵省告示第234号別表(第2条第3項関係)に定められた要積立額a
の方式により計算した結果を見積り計上しております。具体的には、前連結会計年度までの直近３
連結会計年度におけるIBNR備金積立所要額の平均額に、当連結会計年度を含む直近３連結会計年度
の発生損害増加率を乗じることで要積立額を算定しております。

②　主要な仮定
　普通備金は、期末日時点で既に報告を受けた保険事故に対して個別に支払額を見積り計上してい
るものの、支払金額が未確定のものに対する支払見込額の見積りには、過去の支払実績から算出し
た平均単価を用いております。
　他方、IBNR備金は①算出方法に記載の通り、過去の支払実績に基づく傾向が今後も継続するとい
う一定の仮定に基づき、要積立額を算定しております。
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③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　見積りに用いた仮定の不確実性は高く、支払備金の見積額と実際発生額との間に差額が大きく生
じた場合には翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

（表示方法の変更）
連結貸借対照表
１．前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「投資有価証券」に含めて計上しておりました
当社の連結子会社であるアイペット損害保険株式会社が資産運用目的で保有する有価証券は、今後見込
まれる周辺事業への拡大を見越した当社の業績管理方針の変更に伴い、事業の実態をより適切に反映さ
せるため、当連結会計年度より「流動資産」の「有価証券」として表示する方法に変更いたしました。
この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結計算書類の組替えを行っております。
　この結果、「投資その他の資産」の「投資有価証券」に表示していた4,968百万円は、「流動資産」
の「有価証券」として組み替えております。

２．前連結会計年度において、「無形固定資産」の「その他」に含めて計上しておりましたソフトウエ
アは、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方
法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結計算書類の組替えを行っております。
　この結果、「無形固定資産」の「その他」に表示していた82百万円は、「ソフトウエア」として組み
替えております。

連結損益計算書
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「受取配当金」、「その他」に含めておりました「金銭
の信託運用益」、「営業外費用」の「投資有価証券評価損」及び「投資有価証券売却損」に含めて計上
しておりました当社の連結子会社であるアイペット損害保険株式会社が資産運用目的で保有する有価証
券等に係る運用損益は、今後見込まれる周辺事業への拡大を見越した当社の業績管理方針の変更に伴い、
事業の実態をより適切に反映させるため、当連結会計年度より「売上高」又は「売上原価」として表示
する方法に変更いたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結計算書類
の組替えを行っております。
　この結果、「営業外収益」の「受取配当金」に表示していた111百万円は「売上高」に、「その他」
に表示していた「金銭の信託運用益」７百万円は「売上高」に、「金銭の信託運用損」１百万円は「売
上原価」として組み替えております。また、「営業外費用」の「投資有価証券評価損」13百万円は「売
上原価」に、「投資有価証券売却損」に表示していた「投資有価証券売却益」40百万円は「売上高」
に、「投資有価証券売却損」33百万円は「売上原価」として組み替えております。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会
計年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載し
ております。

（追加情報）
１．株式付与BIP信託の会計処理について
　当社は、業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めることを目的として、株式報酬制度
として役員報酬BIP信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。
⑴　取引の概要

　当社が当社役員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出するこ
とにより信託を設定します。当該信託は予め定める役員株式交付規程に基づき当社役員に交付すると
見込まれる数の当社株式を、株式市場から取得します。その後、当該信託は、役員株式交付規程に従
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い、信託期間中の業績指標及び役位等に応じた当社株式を、退任時に無償で役員に交付します。当該
信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、役員の負担はありません。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の
部に自己株式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度120百万
円及び67,800株、当連結会計年度90百万円及び50,778株であります。

２．株式付与ESOP信託の会計処理について
　当社は、当社株式を活用した従業員の報酬制度の拡充を図ることを目的として、従業員インセンティ
ブ・プラン「株式付与ESOP信託」を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。
⑴　取引の概要

　当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出する
ことにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると
見込まれる数の当社株式を、株式市場から取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、
信託期間中の従業員の職位等に応じた当社株式を、退職時に無償で従業員に交付します。当該信託に
より取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の
部に自己株式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度550百万
円及び322,869株、当連結会計年度502百万円及び294,620株であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

（連結損益計算書に関する注記）
１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

２．固定資産処分損
　当社の子会社であるアイペット損害保険株式会社におきまして、ソフトウエア仮勘定を処分したこと

により発生しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当 連 結 会 計 年 度 末

普通株式(株) 10,381,400 40,200 － 10,421,600

（注）発行済株式の総数の増加理由は下記のとおりです。
新株予約権の行使による新株発行による増加 40,200株

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額
　　該当事項はありません。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　該当事項はありません。

３．自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当 連 結 会 計 年 度 末

普通株式(株) 638,047 162,300 45,271 755,076

（注）１．自己株式の増加162,300株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得によるものです。
（注）２．自己株式の減少45,271株は、役員報酬BIP信託口及び株式付与ESOP信託口による当社株式の

売却によるものです。
（注）３．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式の株式数には、株式付与ESOP信託口が

保有する当社株式がそれぞれ322,869株、294,620株及び役員報酬BIP信託口が保有する当社
株式がそれぞれ67,800株、50,778株含まれております。

４．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していな
いものを除く）の目的となる株式の数

普通株式 43,500株

５．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、国内外の上場及び未上場企業に対する投資事業（営業投資事業）を行っておりま
す。国内については公募増資等の直接金融によって調達した資金を用いた投資を行っております。ま
た、投資事業有限責任組合を通じて外部から調達したファンド出資金を用いて投資を行っております。
　海外、とりわけアジアを中心とした未上場企業への投資については、主に投資事業組合を通じて外
部から調達したファンド出資金を用いて投資を行っております。
　その他、当社グループは余剰資金の運用を行っておりますが、当該運用については、投資信託及び
短期的な預金等に限定する方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。
　保有する有価証券等の金融資産は、主として国内の上場及び未上場企業の株式を投資対象とした営
業投資有価証券であり、当該有価証券は当連結会計年度末における連結計算書類の総資産のうち
21.6％を占めております。これらの資産は、投資先企業の事業リスクや財務リスク等の内的なリスク
と、新興株式市場の市況やIPO（株式公開）審査、規制等の状況変化等の外的なリスクにさらされて
おります。
　その他、投資有価証券等を保有しておりますが、これらは、主として投資信託であり、市場価格の
変動リスクにさらされております。

⑶　リスク管理体制
①　信用リスクの管理

　預金に係る信用リスクについては、資産運用規程に基づき、格付の高い金融機関に限定して取引
を行っております。また、営業債権に係る信用リスクに関しては、決済までのサイトを短期間に設
定するとともに、当社グループの与信管理規程に従い、取引先毎の期日管理及び残高管理を都度行
っております。

②　市場リスク管理
　当社の保有する上場株式等については、市場価格の変動リスクにさらされております。上場株式
等については、ポートフォリオマネジャーによる継続的なモニタリングによって、価格変動リスク
の軽減を図っております。
　なお、連結子会社は、預貯金及び有価証券の市場リスクについて定期的に時価の把握を行ってお
ります。

③　上場及び未上場企業に対する投資のリスク管理
　当社の保有する金融資産の大半を占める上場及び未上場株式については、当該投資先企業の財務
状況を月次や四半期毎等、継続的なモニタリングを行い、投資先の業績を適時に把握するとともに、
当該業績の状況等を価額に反映させております。

④　流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
　当社グループは、適時資金状況を確認し、手元流動性を高く維持し、流動性リスクに対処してお
ります。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　市場価格のない有価証券については、当該投資先企業の財務状況を月次や四半期毎等、投資先企業
の投資残高に応じて定期的にモニタリングを行い、投資先の業績を適時に把握するとともに、当該業
績の状況等を価額に反映させております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額及び時価並びにその差額については次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません
（（注）２．をご参照ください。）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 4,327 4,327 ―

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,930 3,930 ―

営 業 投 資 有 価 証 券 99 99 ―

有 価 証 券 7,972 7,972 ―

投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 777 777 ―

資 産 計 17,107 17,107 ―

短 期 借 入 金 1,400 1,400 ―

長 期 借 入 金 1,282 1,276 △5

負 債 計 2,682 2,676 △5
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

・現金及び預金
　現金及び預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
・受取手形及び売掛金
　受取手形及び売掛金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。
・営業投資有価証券
　株式市場に上場している有価証券については、取引所における市場価格によっております。
・有価証券
　株式は取引所価格、債券・外国証券は取引先から提示された価格によっております。
・投資有価証券
　株式市場に上場している有価証券については、取引所における市場価格によっております。
・短期借入金
　短期借入金については、すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額によっております。
・長期借入金
　長期借入金については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

営 業 投 資 有 価 証 券

非 上 場 株 式 等 5,007

非 上 場 出 資 金 1,631

有 価 証 券

非 上 場 株 式 等 50

非 上 場 出 資 金 100

投 資 有 価 証 券

非 上 場 株 式 等 399

合 計 7,188

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 955円56銭
２．１株当たり当期純損失 ※ 　215円20銭
(期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算出しております。）
（注）１．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託に残

存する自社の株式は、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自
己株式に含めております。また、「１株当たり当期純損失」の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式に含めております。

（注）２．「１株当たり純資産額」の算定上、控除した役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託に残存す
る自己株式の期末株式数は、当連結会計年度345,398株であり、「１株当たり当期純損失」の
算定上、控除した自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度356,378株であります。

※１株当たり当期純損失の算定上の基礎は次のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純損失 2,105百万円

普通株主に係る親会社株主に帰属する当期純損失 2,105百万円

普通株式の期中平均株式数 9,782,040株
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株主資本等変動計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （百万円）

株　　　主　　　資　　　本
資本金 資　　本　　剰　　余　　金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
2020年4月1日残高 4,978 1,499 2,264 3,763
当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 19 19 19
当期純損失(△)
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額)

当期変動額合計 19 19 19
2021年3月31日残高 4,998 1,519 2,264 3,783

（百万円）

株　　　主　　　資　　　本
利　　益　　剰　　余　　金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金
2020年4月1日残高 3,206 3,206 △1,073 10,875
当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 39
当期純損失(△) △1,258 △1,258 △1,258
自己株式の取得 △189 △189
自己株式の処分 78 78
株主資本以外の項目の当期変動額（純額)

当期変動額合計 △1,258 △1,258 △111 △1,330
2021年3月31日残高 1,948 1,948 △1,184 9,545

（百万円）

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

2020年4月1日残高 △554 △554 40 10,362
当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 39
当期純損失(△) △1,258
自己株式の取得 △189
自己株式の処分 78
株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 624 624 △26 597

当期変動額合計 624 624 △26 △732
2021年3月31日残高 70 70 13 9,629
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に関する注記）
１．重要な資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法に基づく原価法であります。
②　その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

イ）時価のあるもの
　期末日の市場価格等に基づく時価法であります。また、評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

ロ）時価のないもの
　移動平均法に基づく原価法であります。

③　投資事業組合等への出資
　子会社である組合等については、決算日における組合の決算書に基づいて、持分相当額を総額で
取り込む方法によっております。
　関連会社である組合等については、決算日における組合等の仮決算による決算書に基づいて、持
分相当額を純額で取り込む方法によっております。
　子会社及び関連会社でない組合等については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書に基づいて持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品
　個別法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)であります。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

①　リース資産以外の有形固定資産
　定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物が15年、器具備品が４～20年であります。

②　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

⑵　無形固定資産
①　リース資産以外の無形固定資産

　定額法によっております。ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法によっております。

②　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

３．繰延資産の処理方法
　　株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。
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４．引当金の計上基準
⑴　投資損失引当金

期末現在に有する営業投資有価証券の損失に備えるため、投資会社の実情を勘案の上、その損失見
積額を計上しております。

⑵　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑶　株主優待引当金
株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発生すると見込まれる額
を計上しております。

⑷　株式給付引当金
　役員株式交付規程及び株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給付に備えるため、当

事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
⑴　営業投資売上高及び営業投資売上原価

　営業投資売上高には、投資育成目的等の営業投資有価証券の売却額、受取配当金及び投資事業組合
等の純利益に当社の持分割合を乗じた金額等を計上しております。

　営業投資売上原価には、これに対応する営業投資有価証券の売却簿価、支払手数料、評価損及び投
資事業組合等の純損失に当社の持分割合を乗じた金額等を計上しております。

⑵　コンサルティングサービス売上高
　コンサルティングサービス売上高については、検収を要しないものにつき契約期間の経過に伴い、

契約上収受すべき金額を収益計上しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

８．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度へ
の移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連
結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第
39号　2020年3月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号　2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債
の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

（重要な会計上の見積り）
１．営業投資有価証券及び関係会社株式の評価

 ⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
①　営業投資有価証券 3,234百万円
②　売上原価 979百万円
③　投資損失引当金 264百万円
④　関係会社株式 6,005百万円
⑤　関係会社出資金 10百万円
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 ⑵　その他の情報
①　算出方法
　投資先の評価については、上場株式は期末日の時価で評価しており、外貨建の上場株式は期末日
の時価及び為替レートで換算しております。また、未上場株式は、実現評価損のみを計上しており
ます。なお、外貨建の未上場株式についても期末日の為替レートで換算しております。
　未上場株式の減損判定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの場合、重要な見積り・前
提を使用しております。
　当社は、投資先のモニタリングにあたって、投資先の実情（事業計画の実現可能性、市場の成長
性、事業の成長性、上場可能性、資金繰り、ファイナンスの進捗状況）を勘案の上、投資先の評価
を行い、超過収益力が毀損したと判断した投資先については回収可能価額まで減損を計上しており
ます。
②　主要な仮定
　業績悪化の程度や資金調達の状況を踏まえて、投資先の評価を行い、超過収益力が毀損したか否
かを判断し投資先の評価を行っております。その主要な仮定は、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の感染拡大の状況や投資先企業が参入している市場の成長率、事業計画に含まれ
る経営改善施策を反映した営業収益や利益水準及び当社の投資の回収計画の実現可能性でありま
す。
③　翌事業年度の計算書類に与える影響
　見積りに用いた仮定の不確実性は高く、投資先の事業進捗の見通し等と実績に乖離が生じた場合
には翌事業年度の計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

（表示方法の変更）
貸借対照表
　前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しておりました関係会社社債
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変
更を反映させるため、前事業年度の計算書類の組替えを行っております。
　この結果、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた40百万円は、「関係会社社債」として
組み替えております。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年
度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（追加情報）
１．株式付与BIP信託の会計処理について

「連結注記表（追加情報）」に当該注記をしております。

２．株式付与ESOP信託の会計処理について
「連結注記表（追加情報）」に当該注記をしております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりです。
関係会社に対する短期金銭債権 110百万円
関係会社に対する長期金銭債権 592百万円
関係会社に対する短期金銭債務 96百万円

２．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

　　営業取引による取引高
売上高
販売費及び一般管理費
営業取引以外の取引による取引高

4百万円
146百万円
12百万円

２．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末
普通株式(株) 638,047 162,300 45,271 755,076

（注）１．自己株式の増加162,300株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得によるものです。
（注）２．自己株式の減少45,271株は、役員報酬BIP信託口及び株式付与ESOP信託口による当社株式の

売却によるものです。
（注）３．当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式の株式数には、株式付与ESOP信託口が保有する

当社株式がそれぞれ322,869株、294,620株及び役員報酬BIP信託口が保有する当社株式がそ
れぞれ67,800株、50,778株含まれております。

２．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 248百万円
営業投資有価証券評価損否認額 300百万円
投資損失引当金 81百万円
貸倒引当金 98百万円
株式給付引当金 83百万円
その他有価証券評価差額金 3百万円
その他 40百万円

小計 854百万円
税務上の繰越欠損金にかかる評価性引当額 △248百万円
将来減算一時差異等の合計にかかる評価性引当額 △589百万円

繰延税金資産合計 16百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金
譲渡損益調整勘定
その他

△83百万円
△25百万円
△2百万円

繰延税金負債合計 △111百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △94百万円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　該当事項はありません。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

種 類 会 社 名
議決権等の
所 有 割 合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
(百万円)

勘 定
科 目

期末残高
(百万円)

子会社 株式会社DI Asia （所有）
直接 100.0 金 銭 債 権

費用の立替
（注１） －

その他
流動
資産

4

金銭貸付等
（注１） －

長期貸付金
関係会社

社債
517

子会社 DI Pan Pacific Inc. （所有）
直接 100.0

組 成 及 び
出資の引受

出資の引受
（注２） 212 － －

子会社 DIインドデジタル
投資組合

（所有）
直接  66.6
間接   0.1

組 成 及 び
出資の引受

出資の引受
（注３） 30 － －

子会社 DIMENSION投資事業
有限責任組合

（所有）
直接  27.1
間接    1.4

組 成 及 び
出資の引受

出資の引受
（注３） 380 － －

子会社 ピークス株式会社 （所有）
直接 100.0 金 銭 債 権 金銭貸付等 － 関係会社

社債 410

子会社 アイペットホールディ
ングス株式会社

（所有）
直接 56.1

金 銭 債 務 金銭の返済
（注４） 300 － －

金銭債権譲渡
金銭債権の

譲渡
（注５）

625 － －

子会社 アイペット損害保険株
式会社

（所有）
間接 56.1 金 銭 債 務 金銭の借入

（注４） 300 － －

子会社 ペッツオーライ株式会
社

（所有）
間接 56.1 金 銭 債 権 金銭の貸付

（注５） 625 － －

関連会社 DI Asian Industrial 
Fund, L.P.

（所有）
直接  20.1

組 成 及 び
出資の引受

分配金受取
（注６） 87 － －

（注）１．株式会社DI Asiaへの債権等に対して、244百万円の貸倒引当金を計上しております。また、
当事業年度において、14百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

（注）２．増資による出資の引受であります。
（注）３．キャピタルコール方式による出資の引受であります。
（注）４．アイペット損害保険株式会社からの金銭の借入300百万円は、アイペット損害保険株式会社か

らアイペットホールディングス株式会社に現物配当されております。そのため、金銭の返済は
アイペットホールディングス株式会社に行っております。

（注）５．ペッツオーライ株式会社への金銭の貸付625百万円は、アイペットホールディングス株式会社
に譲渡しております。

（注）６．組合財産の払戻を受けたものであります。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 994円80銭
２．１株当たり当期純損失 ※　128円63銭
（期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算出しております。）

 

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託に
残存する自社の株式は、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する
自己株式に含めております。また、「１株当たり当期純損失」の算定上、期中平均株式数の計
算において控除する自己株式に含めております。

 

２．「１株当たり純資産額」の算定上、控除した役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託に残存す
る自己株式の期末株式数は、当事業年度345,398株であり、「１株当たり当期純損失」の算定
上、控除した自己株式の期中平均株式数は、当事業年度356,378株であります。

※１株当たり当期純損失の算定上の基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純損失 1,258百万円

普通株式に係る当期純損失 1,258百万円

普通株式の期中平均株式数 9,782,040株
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